　　　曽於市社会福祉法施行細則
平成25年３月22日
規則第19号
（趣旨）
第１条　この規則は，社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）の施行に関し，社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号。以下「省令」という。）に定めのあるもののほか，必要な事項を定めるものとする。
（様式）
第２条　次の表の左欄に掲げる根拠規定に基づく同表の中欄に掲げる書類の様式は，それぞれ同表の右欄に掲げるところによる。
	根拠規定
	書類の種類
	様式

	法第31条第１項
	社会福祉法人設立認可申請書
	様式第１号

	法第43条第１項
	社会福祉法人定款変更認可申請書
	様式第２号

	法第43条第３項
	社会福祉法人定款変更届
	様式第３号

	法第46条第２項
	解散認可（認定）申請書
	様式第４号

	法第46条第３項
	解散届
	様式第５号

	法第49条第２項
	社会福祉法人合併認可申請書（吸収合併用）
	様式第６号

	法第49条第２項
	社会福祉法人合併認可申請書（新設合併用）
	様式第６号の２

	法第59条第１項
	社会福祉法人現況報告書
	様式第７号

	省令第２条第４項
	社会福祉法人財産移転完了報告書
	様式第８号


附　則
この規則は，平成25年４月１日から施行する。

様式第１号
（第２条関係）
（表面）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　曽於市長　　　　殿
　
設立者又は　　住所　　　　　　　　　　　
設立代表者　　氏名　　　　　　　　　　印
　
社会福祉法人設立認可申請書
　
　社会福祉法人を設立したいので，社会福祉法第31条第１項の規定により許可されるよう，下記のとおり申請します。
　
記


	社会福祉法人設立の趣意
	

	主たる事務所の所在地
	曽於市

	法人の名称
	

	事業の種類
	社会福祉事業
	第１種
	

	
	
	第２種
	

	
	公益事業
	

	
	収益事業
	


（裏面）
	資産
	純額
⑤－⑥
	内訳

	
	
	社会福祉事業用財産
	③公　益
　事業用
　財　産
	④収　益
事業用
財　産
	⑤積極財産
①＋②＋③＋④
	⑥負債

	
	
	①基本財産
	②運用財産
	
	
	
	

	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	役員となるべき者
	理事又は監事の別
	氏　　　名
	代表権の有無
	親族等特別関係人の有無
	役員の資格等（該当に○）

	
	
	
	
	
	知識
経験者
	地域
代表者
	施設長
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	評議員会の有無
	
	評議員の定数
	


注　この申請書には，社会福祉法施行規則第２条第２項に掲げる書類及び不動産の価格評価書その他の市長が必要と認める書類を添付すること。
様式第２号
（第２条関係）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　年　　月　　日
曽於市長　　　　殿
申請者　主たる事務所の所在地
名　　　　　　　　称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　印
社会福祉法人定款変更認可申請書
　
　当法人の定款を変更したいので，社会福祉法第43条第１項の規定により認可されるよう，下記のとおり申請します。
記

	定款変更の内容及び理由
	内　　　　　　　容
	理　　　　　　　　由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	
	
	


注　この申請書には，社会福祉法施行規則第３条第１項各号に掲げる書類並びに不動産の価格評価書その他の市長が必要と認める書類を添付するとともに，当該定款変更の内容に応じ，同条第２項又は第３項に規定する書類を添付すること。
様式第３号
（第２条関係） 
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年　　月　　日
　曽於市長　　　　殿
届出者　主たる事務所の所在地
名　　　　　　　　称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　印
　
社会福祉法人定款変更届
　
　下記のとおり当法人の定款を変更したので，社会福祉法第43条第３項の規定により届け出ます。
記


	変更した事項
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	
	

	変更した年月日
	年　　　月　　　日

	変更した理由
	


様式第４号
（第２条関係） 
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年　　月　　日
　　曽於市長　　　　殿
　　　　　　　　　　　申請者　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　印
解散認可（認定）申請書
　
　当法人を解散したいので，社会福祉法第46条第２項の規定により認可（認定）されるよう，下記のとおり申請します。
記


	解散する
理由
	

	資産
	純　額
⑤－⑥
	内訳

	
	
	社会福祉事業用財産
	③公　益
事業用
財　産
	④収　益
事業用
財　産
	⑤積　極　財　産
①＋②＋
③＋④
	⑥負債

	
	
	①基　本
財　産
	②運　用
財　産
	
	
	
	

	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	残余財産の
処分方法
	


注　この申請書には，社会福祉法施行規則第５条第１項各号に掲げる書類並びに不動産の価格評価書その他の知事が必要と認める書類を添付すること。
様式第５号
（第２条関係）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年　　月　　日
曽於市長　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印
解　　　　　散　　　　　届
　下記のとおり社会福祉法人を解散したので，社会福祉法第46条第３項の規定により届け出ます。
記

	法人の名称
	

	主たる事務所の
所在地
	

	代表者氏名
	

	解散年月日
	年　　　月　　　日

	解散した理由
	


様式第６号
（第２条関係）
（表面）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　曽於市長　　　　殿
申請者　 主たる事務所の所在地
名　　　　　　　　　称
代　表　者　の　氏　名　　　　　　　　　印
主たる事務所の所在地
名　　　　　　　　　称
代　表　者　の　氏　名　　　　　　　　　印
　
社会福祉法人合併認可申請書（吸収合併用）
　
　社会福祉法人を合併したいので，社会福祉法第49条第２項の規定により認可されるよう，下記のとおり申請します。
記


	合　併　す　る　理　由
	

	合併により消滅する法人の名称
	

	合併後存続する法人
	主たる事務所の所在地
	

	
	名　　　　　　　　称
	

	
	事業の種類
	社会福祉事業
	第１種
	

	
	
	
	第２種
	

	
	
	公益事業
	

	
	
	収益事業
	


（裏面）
	合併後存続する法人
	資産
	純　額
⑤－⑥
	内　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	
	社会福祉事業用財産
	③公　益
事業用
財　産
	④収　益
事業用
財　産
	⑤積極財産
①＋②＋
③＋④
	⑥負債

	
	
	
	①基本
　財産
	②運用
　財産
	
	
	
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	役　　　　　　　　　員
	
	理事又
は監事
の　別
	氏　名
	代表権
の有無
	親族等
特別関
係人の
有　無
	役員の資格等（該当に○）

	
	
	
	
	
	
	
	知　識
経験者
	地　域
代表者
	施設長
	その他

	
	
	引き続き役員となる者
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	新たに役員となるべき者
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	評議員会の有無
	
	評議員の定数
	


注　この申請書には，社会福祉法施行規則第６条第１項各号に掲げる書類並びに不動産の価格評価書その他の知事が必要と認める書類を添付すること。
様式第６号の２
（第２条関係）
（表面）
	年　　月　　日
　　曽於市長　　　　殿
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　印
　
設立事務　住所
共同執行者　氏名　　　　　　　　　印
主たる事務所の所在地
名称
代表者の氏名　　　　　　　　　印

設立事務　住　　　　　　　　所
共同執行者　氏　　　　　　　　名　　　　　　　　　印
　
社会福祉法人合併認可申請書（新設合併用）
　
　社会福祉法人を合併したいので，社会福祉法第49条第２項の規定により認可されるよう，下記のとおり申請します。
記

	合併する理由
	

	合併により設立する法人
	主たる事務所の所在地
	

	
	名　　　　　称
	

	
	事業の種類
	社会福祉
事　　業
	第１種
	

	
	
	
	第２種
	

	
	
	公益事業
	

	
	
	収益事業
	


（裏面）
	合　　併　　に　　よ　　り　　設　　立　　す　　る　　法　　人
	資産
	純　額
⑤－⑥
	内　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	
	社会福祉事業用
財産
	③公　益
事業用
財　産
	④収　益
事業用
財　産
	⑤積極財産
①＋②＋
③＋④
	⑥負債

	
	
	
	①基　本
財　産
	②運　用
財　産
	
	
	
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	役　　員　　と　　な　　る　　べ　　き　　者
	理事又
は監事
の　別
	氏　　名
	代表権
の有無
	親族等
特別関
係人の
有　無
	役員の資格等（該当に○）

	
	
	
	
	
	
	知　識
経験者
	地　域
代表者
	施設長
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	評議員会の有無
	
	評議員の定数
	


注　この申請書には，社会福祉法施行規則第６条第１項各号に掲げる書類並びに不動産の価格評価書その他の知事が必要と認める書類を添付すること。
様式第７号
（第２条関係）
（１面）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　曽於市長　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　報告者　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　（電　　　　　　話）
　　　　　　　　　　　　　代表者　住　　　　　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　　　　名　　　　　　　　　印
　
　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人現況報告書
　
　社会福祉法第59条第１項の規定により，　　　年４月１日現在の社会福祉法人の現況を下記のとおり報告します。
記


	設立認可年月日
	
	設立登記年月日
	
	備考

	事　　業
	社会
福祉
事業
	
	種類及び
名　　称
	所　　在　　地
	事業開始
年月日
	定員
	

	
	
	第１種
	
	
	
	
	

	
	
	第２種
	
	
	
	
	

	
	
	事業の概要
	事業開始年月日
	

	
	公益
事業
	
	
	

	
	収益
事業
	
	
	


（２面）
	役員等
	定数
	理事
	（　）
	監事
	（　）
	評議員
	（　）
	備考

	
	役職
	氏名
	現就任年月日
	年齢
	職業
	親族等特別関係人の有無
	役員の資格等
（該当に○）
	理事会等への出席回数
	

	
	
	
	
	
	
	
	知識
経験者
	地域
代表者
	施設長
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（３面）
	施設長
	施設名
	氏名
	就任年月日
	年齢
	法令等に定める
資格の有無
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	理事会
	開催年月日
	出席者数
	決議事項
	

	
	
	
	
	

	評議員会
	
	
	
	

	不動産の所有状況　　　年３月31日現在
	所在地
	面積
	評価額
(千円)
	担保提供状況
	

	
	
	
	
	提供年月日
	借入額(千円)
	借入先
	償還
期限
	基本財産については所轄庁の承認の有無
	

	
	土　　地
	基本財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	公益事業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	収益事業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	建　　物
	基本財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	公益事業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	収益事業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（４面）
	決　　算　　の　　状　　況
	会計区分
	貸借対照表（単位：千円）
	収支計算書（単位：千円）
	備考

	
	本部会計
	借方
	貸方
	借方
	貸方
	

	
	
	流動資産
固定資産
　
　
　
　
　
計
	
	流動負債
固定負債
引当金
基金
積立金
繰越金
　
計
	
	事務費支出
元利償還金
繰入金支出
雑支出
固定資産取得費
積立金繰入
当期繰越金
計
	
	補助金収入
寄附金収入
繰入金収入
雑収入
引当金戻入
設備資金借入金収入
積立金戻入
計
	
	

	
	施設会計
	流動資産
固定資産
　
　
　
　
　
　
計
	
	流動負債
引当金
運用財産基金
繰越金
　
　
　
　
計
	
	事務費支出
事業費支出
繰入金支出
引当金繰入
当期繰越金
　
　
　
計
	
	事務費収入
事業費収入
補助金収入
利用者負担金収入
寄附金収入
繰入金収入
雑収入
引当金戻入
計
	
	

	
	事業会計
	流動資産
固定資産
　
　
　
　
　
　
計
	
	流動負債
引当金
運用財産基金
繰越金
　
　
　
　
計
	
	事務費支出
事業費支出
繰入金支出
引当金繰入
当期繰越金
　
　
　
計
	
	事務費収入
事業費収入
補助金収入
利用者負担金収入
寄附金収入
繰入金収入
雑収入
引当金戻入
計
	
	

	
	収益事業会計
公益事業会計
	流動資産
固定資産
計
	
	流動負債
引当金
事業用財産基金
繰越金　
計
	
	事務費支出
事業費支出
繰入金支出
積立金繰入
当期繰越金　
計
	
	事業収入
繰越金収入
雑収入
引当金戻入
積立金戻入　
計
	
	


（５面）
注１　備考の欄は，記入しないこと。
２　役員等の定数の欄の（　）内には，現員を記入すること。
３　理事会等への出席回数の欄には，前年度において理事会及び評議員会に現に出席した回数（代理，書面等による出席を除く。）を記入すること。
４　不動産の所有状況の評価額の欄には，帳簿価格を記載すること。ただし，担保提供している不動産については，担保提供時の評価額を記入すること。
５　施設を設置しない社会福祉事業の会計は，事業会計により行うこと。
６　施設会計，事業会計，公益事業会計及び収益事業会計については，施設及び事業ごとに作成し，記入すること。なお，上記の勘定科目によることが困難な事業の場合は，現に使用している科目名に変えて記入すること。
７　施設会計の引当金の項及び引当金戻入の項は，保育所経営に係る事業にあっては，記入を要しないこと。
８　この報告書には，社会福祉法施行規則第９条第３項各号に掲げる書類を添付すること。
様式第８号
（第２条関係） 
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　曽於市長　　　　殿
届出者　主たる事務所の所在地
　　　　名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　
社会福祉法人財産移転完了報告書
　当法人に対する財産の移転を　　　年　　月　　日完了したので，社会福祉法施行規則第２条第４項の規定により，下記のとおり報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

	財産が当法人に移転したことを証する書類
	別紙のとおり

	備　　考
	


